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高効率を目指す

太陽電池セルの研究開発動向

　太陽光発電システムは、その多くが未利用となっている太陽光エネルギーを有効利用

すること、メンテナンスが簡易であること、騒音が無く安全であること、単位発電量あ

たりの二酸化炭素排出量が少ないこと等、他の発電システムと比べて様々な利点がある。

日本およびドイツと先行してきた太陽光発電市場は、今後、全世界へと拡大することが

確実視される。

　これまで産業界の開発努力や公的補助金の導入などによって普及してきた太陽光発電

システムであるが、火力や原子力などの既存の電力に対抗するコスト競争力を持つまで

には至っていない。市場に普及している太陽電池セルの 9 割を占める結晶シリコン太陽

電池の単位発電量当たりの価格は、太陽光の変換効率が理論限界に迫っていることや、

シリコン原料の高騰等の要因により、近年下げ止まりつつある。また、現在の結晶シリ

コン太陽電池の産業構造は、材料の精錬やシリコンウェハの作製等いわゆる川上の工程

が、最終製品の売上の大半を占めるコスト構造となっている。結果的に、川下の工程に

より多くの付加価値を見出したい技術集約型の太陽電池セルメーカーは、技術的に難易

度が高いが、材料の節約が可能な薄膜やタンデム型太陽電池の開発に注力している。特

にタンデム型太陽電池は、半導体を複数積層することで、半導体単層からなるシングル

接合型太陽電池を越える理論効率が期待される。より高効率な太陽電池セルの開発を巡

り、日本をはじめドイツ、米国、中国等の各メーカーは、独自の強みを活かした多様な

開発競争を繰り広げている。

　一方で、太陽電池セル開発の新たな潮流として、第 3 世代太陽電池と呼ばれる量子ドッ

ト太陽電池等の研究が開始されている。量子ドットを太陽電池セルへ応用すれば、①量

子ドットサイズの調整による光の透過損失の低減、②電子のエネルギー緩和時間の増大

によるキャリア数の増加、③ミニバンドの形成によるキャリアの移動エネルギー損失の

低減、の 3 点が利点になり得る。ただし、これらは理論的あるいは一部実験的には達成

されつつあるが、まだまだ克服すべき研究課題は多い。特に、量子ドットを規則的かつ

安定的に配列することは難しく、しかも汎用的な材料でこれを達成しなければならない。

　これまで我が国において太陽電池セルの開発を牽引してきた産業界は今、競争が激化

しつつある薄膜やタンデム型の開発に資金および人的リソースを注力しており、長期的

な視点に立った革新的な研究開発が手薄になることが懸念される。大学や公的研究機関

は、産業界と連携しながら、より基礎研究の強化と人材の育成に力を注ぐべきであろう。

これらに対する産業界からの要望は強い。

科学技術動向

概　要
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　太陽光発電システムの最大の特

徴は、その多くが未利用となって

いる太陽光エネルギーを電気エネ

ルギーに変換して利用することに

ある。しかも、他の多くの発電方

式のように、光のエネルギーを発

電プロセスで熱エネルギーや化学

結合エネルギーに変換することな

く、直接電気エネルギーに変換す

ることができる。このような発電

プロセスの簡易性のため、メンテ

ナンスの必要性が極めて少なく、

冷却水の循環など発電維持のため

の他のエネルギーを用いる必要も

ない。騒音も一切発生しない。そ

して何よりも、システムの製造や

原材料の精製も含めて、単位発電

量あたりの二酸化炭素の排出量が

少ないという利点を持つ。

　図表 1 に太陽光発電システム

の生産フローを示す。太陽光発電

システムは、システム設置後の運

転時には二酸化炭素を発生しない

ものの、システムの完成に至るま

でには、材料の精錬等のために化

石燃料や他のエネルギーが必要と

なる。一般に、発電システムとし

てのトータルエネルギー効率を表

す一指標として、エネルギーペイ

バックタイム（EPT）が用いられ

る。EPT は、システム製造の際

に必要なエネルギーと同じ量のエ

ネルギーを、そのシステムが産み

出すまでの時間で表される。太陽

光発電技術研究組合や（独）産業技

術総合研究所の試算によると、現

在、最も普及している多結晶シリ

コン太陽電池において、EPT は

約 1.5 ～ 2 年程度となっている 1）。

多結晶シリコン太陽電池の平均寿

命はおおよそ 20 ～ 30 年であり、

太陽光発電システムはエネルギー

効率の面でも非常に優れている。

　このような多くの利点のため、

日本およびドイツで先行してきた

太陽光発電市場は、今後、全世界

へと拡大すると予想されている 2）。

　本稿では、図表 1 に示した生産

工程の中で、主に太陽電池セルの

研究開発に焦点を絞り、その動向

を紹介する。シリコンや有機系、

化合物半導体など個別の太陽電池

セルの研究動向の情報は、すでに

多く溢れている。本稿では、これ

らを現在の市場の中心である結晶

型から、5 年以内に次々と量産が

開始されると予想される薄膜、そ

してタンデム型という流れで整理

し、さらに将来性を占う意味で、

極めて高い変換効率を持つと期待

される量子ドットを用いた太陽電

池セルの研究開発動向を紹介す

る。最後に、これらの動向を踏ま

え、この領域に関する科学技術政

策へのインプリケーションを述べ

る。

1

図表 1　太陽光発電システムの生産フロー

出典：参考文献 3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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2  太陽電池セルの現状と多様化する研究開発 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

２‐１

第1世代太陽電池と呼ばれる

結晶シリコン太陽電池の現状

―グローバル化する

太陽光発電市場と

経済合理性―

　図表 2 に見られるように、こ

れまで太陽光発電システムの普及

は、日本とドイツにほぼ限定され

ていた 4、5）。しかし、最近になっ

て米国での普及が進み、さらにこ

こ数年で中国などへも普及が進む

と見られており、今後、太陽光発

電市場が世界各地へと拡大するこ

とが予想される。このように大き

な期待のかかる太陽光発電だが、

最も大きな課題は発電コストであ

る。現状の太陽光発電の発電コス

トは 40 ～ 50 円／ kWh であり、

これは日本では住宅用電気料金の

約 2 倍である。現在の太陽電池セ

ルの生産量は、先に述べた多結晶

シリコンが約 6 割、単結晶シリコ

ンが約 3 割と、バルク結晶シリコ

ンと呼ばれるこれらの材料が全体

の約 9 割を占める。したがって、

この両結晶シリコン太陽電池の低

コスト化が、短期的には太陽光発

電の普及の鍵を握る。

　しかしながら、これら結晶シリ

コン太陽電池の価格の低下をこれ

以上期待するのは難しくなってき

ている（図表 3）。主な要因として

は、第一に、次章で説明するよう

に材料としての発電変換効率が理

論値に迫りつつある。このため、

市場に普及している太陽電池セル

の変換効率の向上は、近年はわず

かなものになっている。第二の要

因として、材料の価格が高騰して

いる。図表 3 で見てもわかるとお

り、付属機器等の価格の低下に比

べ、太陽電池セルの価格低下幅は

小さくなっている。結晶シリコン

太陽電池の産業構造は、製造コス

トが川上の工程に大きく依存して

おり、最終製品に占める売上の大

半がシリコンウェハまでの工程で

占められる、いわゆる素材付加価

値型構造である３) 注 1）。結果的に、

材料メーカー各社は、今後予想さ

れる需要増に対し、次々とシリコ

ン結晶の増産計画を打ち出してい

る（図表 4）。シリコン結晶の製造

は、最も川上の珪石の供給に強く

依存しており、設備投資における

スケールメリットも効きにくい。

図表 2　世界における太陽光発電システムの累積導入量

出典：参考文献 4、5）を基に科学技術動向研究センターにて作成

出典：参考文献 1、3、5）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 3　住宅用太陽光発電システム価格

550～600MW

したがって、革新的なシリコン結

晶材料製造技術を開発していかな

い限り、日本の材料メーカーは今

後、シリコン結晶の製造では厳し

いコスト競争を強いられる可能性

がある。このような原料の供給不

足とその対応策に関しては、本誌

の 2007 年 1 月号に詳細を述べた

ので参照されたい 6）。

　また、日本の太陽光発電システム

の累積導入量は 2004 ～ 2005 年に

ドイツに追い抜かれている注 2)（図

表 2）。これは、ドイツのエネル
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注1　ちなみに、半導体デバイスの市場では、川上工程であるウェハコスト構成は3～4％と言われる3)。

注2　発電システム導入量の量的な目安として、例えば、柏崎刈羽原子力発電所は一原子炉システムあたり
1.1GW(1,100MW)の電力供給能力がある。

注3　非晶質のシリコン半導体。結晶シリコンと比較してエネルギーギャップが大きく、光吸収係数が高い、成膜が容易
等の特徴を持つが、変換効率を大きくするのは難しい。

注4　薄膜多結晶シリコンとも呼ばれ、アモルファス相と数10nm程度の結晶相が混成した構造を持つ。光吸収層（i層）を
p型およびn型半導体層で挟んだp-i-n接合を基本構造としている。低照度下での効率が高いことや、バンドギャップエネル

ギーが大きいため短波長光にも感度があることから、主に電卓など室内用途に使われてきた。強い太陽光の照射によりダ

ングリングボンド（原子における未結合手）が増加し導電性を劣化させるという欠点を持つが、水素などの不純物のコン

トロールなどにより解消されつつある。

図表 4　日本の多結晶シリコンの増産計画

出典：参考文献 3）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 5　世界の太陽光発電システム生産量（単年集計）

出典：参考文献 4、5）を基に科学技術動向研究センターにて作成

２‐２

薄膜による高付加価値化

―第 2 世代太陽電池の

開発競争―

　前述したような、材料の供給や

精錬に大きく依存する産業構造か

らの脱却策として、結晶シリコン

太陽電池から薄膜シリコン太陽電

池への移行が急速に進められよう

としている。

　薄膜シリコン太陽電池には、主

にアモルファスシリコン注 3) と

微結晶シリコン注 4) を採用した

ものがある。これらの薄膜は、

200 μ m 程度の厚さを持つ結晶

シリコンに比べ数μ m と非常に

薄く、シリコン原料の大幅な節約

が可能である。また、低温での形

成が可能なため、製造に必要なエ

ネルギーを節約できることなどか

ら、低コストでの量産化の期待

が高い。現状ではまだ発電効率

は 10％強程度と、多結晶シリコ

ンの 13 ～ 17％には及ばないも

のの、アモルファスと微結晶シリ

コンを積層型（タンデム型）にする

など効率の向上に工夫の余地があ

る。また、柔軟性のある基板を選

択することによって、フレキシブ

ルな太陽電池セルを作製すること

も可能となる。

　薄膜太陽電池セルには、様々な

バックグラウンドを持ったメー

カーが参入しようとしている（図

表 6）。このように多様のプレー

ヤーが参入してくれば、各メーカー

にとって製品あるいは製造プロセ

スにおける技術的な差別化は必須

となる。勝負はタンデム型による

高効率化と安価で安定な製造プロ

セスの構築にある。タンデム型の

研究開発動向は次章で触れる。

中

ギー政策において太陽光発電の電

力買取に強いインセンティブを働

かせてきたことによる 7 ～ 9)。た

だし、太陽光発電システムの実績

を日独のみの発電市場で検討する

のは、あまりにも規模が小さい。

今後は、全世界の発電市場を視野

に入れながら、コスト対策を行い、

生産量を着実に伸ばしていくべき

であろう（図表 5）。

生産能力 増産分 時期 投資額

ウェハ
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3  太陽電池セルの基本特性と積層型（タンデム型）太陽電池 ●　●　●　●　●　●　●　●

　ここまで結晶シリコン太陽電池

および薄膜シリコン太陽電池の

様々な製造の現状および研究開発

の動向を紹介してきたが、本章で

は、太陽電池セルの変換効率に関

する基本特性を概観するととも

に、タンデム型に関する技術の詳

細を述べる。

３‐１

太陽光の特性と太陽電池

セル材料の理論限界効率

　太陽光発電のエネルギー源とな

る太陽光は、おおよそ 6000℃の

黒体が放つ輻射に近似できる。太

陽光は可視光領域にピークを持

つ、幅広い波長の光である。ただ

し地球の表面付近には大気が存在

するため、大気圏によって反射、

散乱、吸収されたあとの太陽光が

地表に降り注いでいる 10、11）（図

表 7）。地表のある地点に降り注

がれる太陽光の輻射量は、その場

所の緯度によっても変化する。こ

の輻射量の違いを大気圏エアマス

（Air Mass：AM）という指標で表

す。天頂から垂直に入射する通過

空気量を AM-1 と表す。大気圏外

では AM-0、春や秋の正午頃の東

京では AM-1.5 程度である。太陽

電池セルを設計するときは、当然

この太陽光の波長分布と強度を考

1800 1200 800 600
nm

図表 7　大気圏外（AM- ０）および地表上（AM-1.5）の太陽光の
　　　　エネルギースペクトル

出典：参考文献 10、11）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 8　様々な太陽電池セル材料のバンドギャップ（Eg）と変換効率

出典：参考文献 12、13）を基に科学技術動向研究センターにて作成

（AM（Air Mass）：太陽光が通過する空気量のこと。天頂から垂直に入射する通
過空気量を AM-1 と表す）

図表 6　薄膜太陽電池セルの生産計画

出典：参考文献 3）を基に科学技術動向研究センターにて作成

CIGS:CuInGaSe2

CIS:CuInSe2
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３‐３

積層による

高変換効率への挑戦

　シングル接合型太陽電池の理論

限界効率を大きく突破する新しい

材料として、積層型（タンデム型）

太陽電池が注目を集めている。薄

膜太陽電池セルは、低温における

化学気相成長法（CVD）で作製さ

れるため、タンデム型が可能にな

る。 例 え ば、GaInP ／ GaAs ／

InGaAs の化合物半導体からなる

3 接合タンデム型太陽電池におい

て、約 33％という高い変換効率

を達成している例がある 15)。こ

のようなタンデム型太陽電池で

は、光入射側から順に、ワイドバ

ンドギャップを持つ半導体からナ

ローバンドギャップを持つ半導体

へと積層させ、全体として太陽光

スペクトルとの整合性を高めるこ

とにより、長波長側の透過損失お

よび短波長側の熱エネルギー損失

を低減させる。

　当然このように高い変換効率を

慮しなければならない。セルの設

計では、いかに最も強度の高い波

長帯の光を吸収する材料を選択す

るかが鍵になる。

　図表 8 に主要な太陽電池セル

材料のバンドギャップエネルギー

（Eg）と現在までに達成している

変換効率、および理論限界効率の

計算結果を示す 12、13)。図表 7 で

示したように、太陽光の放射強度

は 500 ～ 700nm 付 近 で 最 も 強

くなる。次節および図表 9 で示

すように、Eg よりも小さなエネ

ルギーの太陽光は、太陽電池セル

には吸収されず透過してしまう。

したがって、太陽光の輻射が強い

500 ～ 700nm（2.5 ～ 1.8eV）よ

りもわずかにエネルギー幅の小さ

い 1.6 ～ 1.2eV 程度の Eg を持つ

材料が、最も効率よく太陽光を吸

収し電流に変換できる。そのため、

理論限界効率もこの近傍で最大と

なる。

　太陽電池セル材料として代表的

な単結晶シリコン（Eg ＝ 1.1eV）

の場合、26 ～ 28％が理論限界効

率の最大値である 14）。GaAs や

InP などの化合物半導体は、理論

限界効率が最大値となる約 1.4 ～

1.5eV 付近に Eg を持つことから、

単結晶シリコンを上回る効率を達

成することが期待される。一方、

アモルファスシリコンは、内部の

格子欠陥における電流ロスが大き

いため、理論限界効率に近い変換

効率はまだ出せていない。

３‐２

太陽電池セルの

エネルギー損失要因

　これまで述べてきた太陽電池セ

ルは全て、pn 接合された半導体

一層から形成されているという意

味で、シングル接合型太陽電池注 5)

と呼ばれる。図表 9 にシングル接

合型太陽電池のエネルギーバンド

構造と、主なエネルギーの損失要

因を示す。図表 7 で示したよう

に、太陽からは様々な波長を持つ

光が届く。入射光の中で、ちょう

ど Eg 付近のエネルギーを持つ光

は、価電子帯の最上部にある電子

を伝導帯へと励起する。これより

大きな波長を持つ入射光は、半導

体中に吸収されずに透過するか、

あるいはフォノン注 6) エネルギー

となって熱に変換される。一方、

Eg より充分大きなエネルギーを

持つ入射光は、高いエネルギーを

持つ電子を伝導帯へ送り込む。そ

の後、非常に短い間にそのエネル

ギーを失い、伝導帯のバンド下端

へ緩和する。こうした非常に高速

のエネルギー緩和過程は、電子濃

度が高い半導体の場合、電子―電

子散乱により電子系の中で一旦平

衡に達し、その後フォノンの放出

により熱エネルギーとして放出す

ることで、全体のエネルギーの緩

和が進む。このような短波長側の

エネルギー損失は、全太陽光エネ

ルギーの約 30% 程度にもなり、シ

ングル接合型太陽電池の変換効率

の最大の損失要因になっている 11)。

図表 9　シングル接合型太陽電池におけるエネルギーバンド構造と
            主なエネルギー損失要因

価電子帯端

長波長光

科学技術動向研究センターにて作成

注5　pn接合された半導体一層の構造を持つ太陽電池セル。

注6　主に結晶中の格子振動を量子化したもの。結晶格子のような周期構造
中ではフォノンの振動数は制限され離散的になる。結晶の温度を上昇させる

とフォノンの振幅も増加する。
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光閉じ込め効果によって光吸収効

率を向上させるといった技術も確

立されつつある。また、結晶粒の

粒界には原子同士の結合が不完全

となる場合が多く、この構造欠陥

が太陽電池セルの変換効率に悪影

響を及ぼすことになるため、水素

等の不純物を利用したパッシベー

ション処理の開発も進められてい

る。このように、主にタンデム型

の開発には、シングル接合型太陽

電池の場合よりもさらに高度な表

面処理技術が求められる。

４‐１

化合物半導体

　化合物半導体は、バルク型で

は単結晶シリコン並み、あるい

はそれ以上の発電効率を得られ

る可能性がある（図表 11）。先に

述べたように、太陽電池セルの

理論変換効率は、半導体のバン

ドギャップエネルギー（Eg）に依

存する。太陽スペクトルとの整合

の点から、1.4 ～ 1.5eV 程度のバ

ンドギャップを持つ半導体が、高

効率太陽電池セルとして適してい

る 18)。約 1.1eV のシリコンに比

　本稿では、主にシリコン太陽電

池に焦点を当てているが、シリコ

ンの他にも様々な太陽電池セル

の研究開発が進められている（図

表 11）。以下では、シリコンより

も高い変換効率が狙える化合物半

導体や、より低コストな製造プロ

セスの実現が可能となる有機系材

料の研究開発動向を簡単に紹介す

る。主な焦点となっているのが、

単位発電量あたりの原材料の節

約、より高い発電効率を持つ材料

の開発、そしてそれらを安価で安

定的に供給できる製造プロセスの

確立である。

べて、1.42eV の GaAs や 1.35eV

の InP は、高効率が期待できる。

　また、シリコンは間接遷移型の

ため光吸収係数が小さく、充分に

太陽光を吸収するには 100 μ m

以上の厚さが必要であるが、薄膜

の CIGS 系（CuInGaSe2）に代表さ

れるような化合物半導体の多くは

直接遷移型であるため、光吸収係

数が高く、厚さも数μ m で充分

高い効率が期待できる。ただし、

資源として希少性の高いインジウ

ムや、毒性の高いカドミウムなど

を使用しなければならないため、価

格もシリコンに比べて高く、これら

の原料のリサイクル技術や代替材

●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●4 シリコン以外の太陽電池セル
―化合物半導体、有機系材料の研究開発の現状―

図表 10　タンデム（2 層）型太陽電池の概念図

（独）産業技術総合研究所ホームページ 17）より引用

基板+透明導電膜

界面バッファ層

p層

i層

n層

p層

i 層 (μc-Si)

n層
透明導電層

金属電極

封止材

トップセル
（アモルファスシリコン）｝

～0.3μm

ボトムセル
（微結晶シリコン）

～2μm

V

V

可能とするタンデム型太陽電池に

も、多くの課題が存在する。図

表 10 のように、基本的にタンデ

ム型は縦に直列につながった構造

をしている。全体の電圧は、各層

の電圧の和となるが、電流は回路

内で一定となる。したがって、各

層のどれか一層でも発電効果が落

ち、電流量が低下すると、それが

ボトルネックとなり全体の電流量

を低下させる要因となる。例え

ば、AM-1.5 の理想的な太陽光を

基に最適化されたタンデム型を設

計したとしても、くもりの日は一

般に赤色側が弱くなることから、

赤色付近の波長帯をターゲットに

した層は極端に発電効率が低下す

る。結果的に、タンデム型のメ

リットを発揮するのは、晴天の日

のみとなり、有利な地理的条件を

満たす地域でしか効果を発揮でき

ない。今後、タンデム型の開発は、

世界各地の天候を視野に入れた上

で、より最適な設計を目指さなけ

ればならない。一方、このような

課題に対し、デラウェア大学の研

究者らは、直列構造をとらず各層

毎に電流を取り出すという斬新な

設計アイディアを提案し、2007

年 7 月時点で世界最高の変換効率

42.8％を達成している 16)。ただ

し、この構造は単純な直列積層に

比べ複雑であるため、どこまで製

造コストを抑えられるかが大きな

課題となる。

　さらに、タンデム型の開発にお

いては、表面にマイクロからナノ

メートルサイズの凹凸形状をもっ

た表面構造（テクスチャ構造）を形

成させ、表面における光の反射率

を下げたり、あるいは結晶内への

｝
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注7　シャープ（株）による集光型太陽光発電システムは、2007年10月に開かれた第2回新エネルギー世界展示会で発表さ
れた。同社は2008年中に販売を予定している。

料技術の確立が、量産化の鍵となる。

　シャープ（株）はこのような課題

に対し、レンズを使って小さな太

陽電池セルに太陽光を集めて照射

する、集光型太陽光発電システム

を開発している 19)。同社は、フ

レネルレンズを用いて約 700 倍

に太陽光を集光し、化合物半導体

をベースにした 3 層太陽電池セル

に照射することで、約 37％の変

換効率を達成している。集光によ

り太陽電池セルは高温になるが、

GaAs を用いた太陽電池セルは

200℃以上でもほとんど変換効率

は低下しない注 7)。このため、現

時点において集光技術は、主に化

合物半導体の太陽電池セルの効率

向上技術として期待されている。

４‐２

有機系材料

　有機半導体は、原材料が安く、

安価かつ容易に作れる太陽電池セ

ルとして研究が進められている。

プラスチック基盤上に作成が可能

で、フレキシブルでデザイン性に

優れるというメリットも大きい。

発電効率は数％とまだ低いが、フ

ラーレンを n 型半導体に使用す

るなど、有機半導体材料の候補に

は非常に多くの種類があるため、

最適な材料が見つかれば大きな飛

躍も不可能ではない。同領域の多

くの研究者の参入が期待されると

ころである。

　色素増感型も発電効率は低いも

のの、低価格化とデザイン性に対

する期待は高い。有機色素の種類

を選ぶことで、カラフルな太陽電

池も可能となる。現状では、イオ

ンの伝達に蒸発しやすい液体の電

解液を使用するため、システムの

耐久性が課題となっている。この

ため、電解液の固体化の研究が求

められている。

　以上のように、有機半導体、色

素増感型太陽電池ともに発電効率

はまだ低いため、高効率を目指す

太陽電池セルとはやや異なった方

向性の開発となっている。

図表 11　標準化された一定の基準下で測定された太陽電池の種類と太陽電池セル（サブモジュール）の変換効率
　　　　　（AM-1.5、25℃環境下）

出典：参考文献 12）および東京工業大学小長井教授提供の資料を基に科学技術動向研究センターにて作成

＊3＊2＊1

＊3＊1

＊2
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　近年、図表 8 のような変換効

率の理論限界を大きく越える可能

性のある太陽電池セルとして、量

子ドット太陽電池が注目されてい

る。以下では、量子ドットの基本

的な物性を踏まえた上で、太陽電

池セルへの応用可能性について述

べる。

５‐１

量子ドットの基礎物性

―なぜ量子ドットは高効率

が達成できるのか―

　量子ドットとは、寸法が数 nm

～数 10nm 程度のナノ結晶構造の

ことであり、主に基板結晶上にエ

ピタキシャル成長させる方法で作

製される。量子ドットの周囲は、

高いポテンシャル障壁によって三

次元的に取り囲まれており、量子

ドット中の電子や正孔は、狭い空

間に閉じ込められることによって

離散的なエネルギー状態となる。

結果的に、量子ドット中の電子や正

孔の基底エネルギー状態は、量子

ドットのサイズに依存する 20、21）。

　量子ドットの物理的特性とし

て、特に以下の 3 点が太陽電池セ

ルへの応用という観点から有用視

されている 20、21）。これらを達成

することにより 60％を越える理

論効率を達成することが期待され

ている 22、23）。（１）と（２）はそれぞ

れ、図表 9 で示した 2 つの損失

要因（光の透過損失とフォノン放

出による熱エネルギーの損失）を

克服する鍵として期待される。

（1）量子サイズ効果：量子ドット

のサイズを調整することで、

光吸収波長を選択することが

できるため、太陽光スペクト

ルとの整合を高めることがで

きる 20、24)。

（2）エネルギー緩和時間の増大：

量子ドット中では、電子のエ

ネルギー緩和時間が遅くなる

ことが知られている。したがっ

て、フォノン放出によるエネ

ルギー緩和が起こる前に高い

エネルギー状態にある電子を

取り出せる可能性がある。

（3）ミニバンドの形成：超格子構

造にして量子ドット間の結合

が起こるようになると、伝導

帯および価電子帯にミニバン

ドが形成される 25)。例えば、

図表 12 のようなｐｎ接合の間

p

i

( )  n

n

図表 12　量子ドット太陽電池の構造概念図

出典：参考文献 20、21）を基に科学技術動向研究センターにて作成

●　●　●　●　●　●5 太陽電池セル開発の新たな潮流
―第 3世代太陽電池と呼ばれる量子ドット太陽電池の可能性―

13 a

(2)

(1)

(a)

(b)

図表 13　量子ドット太陽電池のエネルギーバンド図（a）とミニバンドイメージ（b）

出典：参考文献 20、21）を基に科学技術動向研究センターにて作成



25Science & Technology Trends   January  2008

高効率を目指す太陽電池セルの研究開発動向

に複数の量子ドット層を積層

させた構造を持つ量子ドット

太陽電池を考えた場合、量子

ドット層の間に入る中間層が

充分厚いと、エネルギーバン

ド構造は図表 13（a）のように

なる。この場合、太陽光によ

り励起された電子は、更なる

光励起あるいは熱励起によっ

て量子ドットの井戸から抜け

出し、電流として取り出すこ

とができる。一方、中間層の

厚さを数 nm 程度まで薄くす

ると、量子ドット間にミニバ

ンドが形成され、電子や正孔

は少ないエネルギー損失で移

動することが可能となる（図表

13(b)）20、21）。

　もちろん、まだまだ克服すべき

研究課題は多い。特に、量子ドッ

トを規則的かつ安定的に配列する

ことは難しく、しかも汎用的な材

料でこれを達成しなければならな

い。次節において、主に量子ドッ

トの作製プロセス技術を中心に、

量子ドットの太陽電池セルへの応

用可能性を述べる。

５‐２

太陽電池セルへの応用を

目指した量子ドット作製

プロセス技術

　これまでの量子ドット太陽電池

の研究では、化合物半導体が先行

している。作製方法としては、格

子定数の違いや高指数面基板を用

いた自己組織化により量子ドット

を作製する方法が有力視されてい

る。例えば、基板結晶の格子定数

より大きい格子定数をもつ材料を

エピタキシャル成長させる場合、

成長が進むと歪エネルギーを低減

させるために、島状の量子ドット

が規則的に成長する。代表的な

例としては、InAs の格子定数が

GaAs より 7.2％大きい InAs ／

GaAs などが挙げられる。筑波大

学の岡田准教授らはこの系を利用

して、変換効率 8.54％を達成し

ている 26)。現状では、大面積化

が困難なため、4-1 節で紹介した

集光型太陽光発電システムへの導

入が注目されている。

　ただし、これらは主に化合物半

導体で可能となる現象で、原料の

コストや量産化等を考慮すると、

最終的にはシリコンで実現される

のが望ましい。現状においてシリ

コン材料では、量子ドットを規則

的に、しかも安定的に配列するこ

とはできていない。特に、サイズ

揺らぎの許容範囲とされる 10％

以下を達成することは、困難を極

める。

　しかしながら、ごく最近になっ

て、シリコン量子ドット太陽電池

の研究も徐々に進展を見せてい

る。注目されている方法の一つに、

シリコン過剰組成を有するシリコ

ンカーバイドを熱処理する手法が

ある。図表 14 に、プラズマ CVD

法を用いて、化学量論およびシリ

コン過剰組成を有するアモルファ

スシリコンカーバイドからなるア

モルファス超格子を作製し、それ

を熱処理することによりシリコン

量子ドット超格子を自己組織化的

に作製する方法を示す27)。これは、

量子ドットとして用いる材料とエ

ネルギー障壁層となる材料との間

には格子定数に差があるため格子

歪みが生じることを利用し、結晶

成長中に自発的に量子ドットを形

成させる方法である。

　その他の量子ドット構造の作製

に応用可能と考えられる技術とし

て、層状シリカ塩を前駆体とした

ナノポーラスシリカ (SiO2) の合成

プロセスがある 28)。現在のとこ

ろ、これは量子ドット超格子の作

製を目的としたものではないが、

図表 15 の高分解能透過電子顕微

鏡像に示すように、ナノスケール

で制御されたシリカの多孔構造を

有するものが得られており、一つ

一つのナノ孔にシリコンなどの半

導体ナノ粒子を封入する技術が開

発されれば、シリカ自体を中間層

として用いることが可能と予想さ

れ、半導体ナノ粒子が規則正しく

配置されて薄膜を積層した 3 次元

の量子ドット構造が可能となるか

SiC

SiC

Si1+xC SiC

SiC

Si1+xC

70 nm70 nm70 nm

図表 14　熱処理によるシリコン量子ドット構造体の作製模式図

出典：参考文献 27）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 15　ナノポーラスシリカのモデルの高分解能透過電子顕微鏡像

出典：参考文献 28）より引用
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もしれない。

　以上の量子ドット構造作製方法

はいずれも研究途上にあり、これ

らはまだ小面積規模のサンプルを

作製するにとどまっている。中間

層を薄化しつつ、均一な大きさの

量子ドットを 3 次元的に規則正し

く、高密度で並べるためにはまだ

多くの課題が存在する。特に鍵と

なるのは、量子ドットサイズの揺

らぎの制御である。また、将来の

応用を目指すには、超高真空の装

置を必要としない方法の開発も重

要であろう。

6  長期的な視野に立った基礎研究の強化と人材育成の必要性 ●　●　●　●　●　●　●　●

図表 16　欧州太陽光発電会議で発表された論文件数の国別割合
            （2005 ～ 2007 年の合計）

　これまで概観してきたように、

太陽電池セルは、結晶から薄膜、

化合物系、有機材料系、タンデム

型、さらに量子ドットと、より高

い変換効率と低コスト化を求めて

研究が進められている。図表 11

に様々な種類の太陽電池セル開発

の現状を紹介したが、裏を返せば、

これだけの種類が乱立するのは決

定的な太陽電池セルを見出せてい

ない結果とも言える。

　現在、最も普及している結晶シ

リコンの太陽光発電システムは、

川上の工程、すなわちシリコン材

料の精錬やシリコンウェハの作製

などに、より多くの利益が生まれ

る産業構造となっていることはす

でに述べた。そのため技術集約型

企業における研究開発の中心は、

より川下の工程において付加価値

が生まれる薄膜あるいはタンデム

型へとシフトしている。太陽電池

セルの開発は、変換効率の向上と

それを実現する大面積製造プロセ

スが勝負になる。製造プロセスの

技術開発は、かつては日本の産業

界がリードしてきた。現在、薄膜

あるいはタンデム型が量産化の

フェーズに入ったことにより、企

業は多くの研究者・技術者を量産

化プロセスの開発・立ち上げに従

事させる必要がある。事業の早期

化や製品の差別化などで国際競争

も激化しており、研究者・技術者

たちは多忙を極める。さらに、も

ともとこの技術領域ではアカデミ

アでの研究はあまり活発ではな

かったという経緯もあり、これら

の状況から、今後、日本における

この領域の先端的研究開発の発展

に、懸念の声が挙がっている。

　図表 16 に、欧州太陽光発電会

議（European Photovoltaic Solar

E n e r g y  C o n f e r e n c e  a n d 

Exhibition）に お い て、 第 20 回

（2005 年）から第 22 回（2007 年）

までに発表された論文件数の合計

を国別に示す。この大会は、太陽

光発電に関する世界大会の中でも

最も参加者数および論文発表件数

が多く、年々その規模を拡大し

ている 29、30）。欧州は、太陽電池

の開発・導入に非常に熱心であ

り、今後も注目される大会である。

第 22 回大会では 83 カ国から約

3000 名が参加し、約 1100 件の

論文発表が行われた。欧州主催の

大会であるため、地元である欧州

各国の論文発表が多くなっている

が、ここで注目したいのは日本の

シェアで、わずか約 6％に留まっ

ている。図表 5 に示したように、

現在、日本は世界トップの太陽電

池セルの生産国であるにも関わら

ず、それと比較してもこの論文発

表件数の割合は非常に小さい。も

ちろん論文発表件数だけで研究水

準を比較することはできないが、

今後の太陽電池セルの開発は高度

化かつ複雑化することが予想され

るだけに、日本の太陽電池研究の

層の薄さが懸念されるところであ

る。

　このような状況を考えると、日

本は大学や公的研究機関を中心に

もっと基礎研究を強化していくべ

きであろう。これまで（独）NEDO

技術開発機構等をはじめとする公

的な研究開発事業が、様々な形で

産業界を支援し成果を挙げてきた

ように、短期的には高い技術力を

持つ産業界を中心とした応用・開発

研究の支援が効果を発揮するだろ

う。しかし今、産業界はそのような

科学技術動向研究センターにて作成
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公的な事業に対しても、むしろ長期

的な視野を求めており、基礎研究の

強化とそれに伴う研究人材育成の

要望が強くなってきている注 8）。10

～ 20 年後を見据えたとき、産学

連携を前提とした基礎研究を強化

し、その中で基礎研究をしっかり

遂行することのできる人材を育成

することが、日本の競争力に大き

な意味を持つだろう。

　特に、ここでは以下の 3 点の研

究課題において基礎研究の強化を

強調したい。

1） タンデム型の積層構造に関す

る表面・界面の基礎物性の解

明および材料探索（3-3 節）

2） 量子ドットを 3 次元的に規則

正しく、かつ高密度な配列を

可能とする量子ドット作製プ

ロセスの研究（5-2 節）

3） 全く新しいアイディアによる

高効率太陽電池の可能性の追

求

　1）は今後数年の間に直面する

ことが予想される研究課題で、す

でに産業界から多くの要望があ

る。2）は、より革新的な研究課

題であり、プロセス技術の基礎的

な研究を行うことによって、他の

技術開発への波及効果も見込まれ

る。3）はさらにチャレンジング

な研究だが、その一例として、米

国の国立再生可能エネルギー研

究所（NREL）が 2007 年 7 月に発

表した、多重励起子生成（MEG:

Multiple Exciton Generation）

に関する興味深い研究がある 31）。

これは、太陽光の光子 1 個に対し、

1 個以上の電子の生成を可能にす

るというもので、図表 9 に示した

太陽光発電のエネルギー損失要因

の一つ：熱エネルギーによる損失

を大幅に低減し、変換効率を向上

させることが期待できるという点

で、注目に値する研究であろう。

注8　（独）NEDO技術開発機構の
太陽光発電関係事業の担当者や、

大学の専門家、企業の研究者らへ

の聞取り調査による。

7  おわりに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

　日本の太陽光発電の促進政策

は、1973 年の資源エネルギー庁

発足以来、サンシャイン計画や電

源開発促進対策特別会計、石油お

よびエネルギー需給構造高度化対

策特別会計制度等の導入により、

成功事例の一つとして海外から評

価されてきた 32、33）。今後は、市

場導入の観点から、より高効率な

太陽電池セルの開発に対して強い

インセンティブを与えることを考

えてはどうだろうか。例えば、ど

うしても結晶シリコンに比べコス

ト高となってしまうタンデム型等

の太陽電池セルに対し、結晶シリ

コンと同額程度となるよう補助金

を配賦することで市場への導入を

促してはどうか。特に、日本の住

宅環境では、日のあたる面積が海

外に比べ小さい分、高効率な太陽

電池セル開発のメリットが大き

い。こうした太陽光発電導入のイ

ンセンティブは、CO2 削減や化石

燃料の代替など、主に環境・エネ

ルギーの観点から議論されてきた

が、より技術的付加価値の高い研

究開発を制度面から促進すること

によって、研究開発における国際

競争力の強化という面で新たな成

功事例を作っていくことができる

のではないだろうか。

　なお、本稿では、太陽電池セル

の動向を俯瞰的に紹介してきた

が、太陽光発電モジュールやシス

テム、フィールドテスト、資源リ

サイクル等の課題については触れ

ていない。太陽光発電を含む再生

可能エネルギーの普及促進につ

いては、過去の科学技術動向誌９)

や国際機関のレポート 34) でも取

り上げられているので参照された

い。
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